
様式第１号（第７条関係）

沼田市長　星野　已喜雄　様

〒

㊞

TEL

TEL

沼田市が執行する建設工事に係る競争入札に参加する資格に審査を申請します。
資格認定結果に係る内容を沼田市のホームページ等を通じて公表することを承諾します。
また、次の事項について誓約します。
１　申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないこと。
２　地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。
３　沼田市が申請内容について調査を実施することを承諾し、これに協力すること。

平成 ２４・２５ 年度　沼田市建設工事入札参加資格審査申請書

受付印

平成 年 月 日

主 た る 営 業 所 の 所 在 地

称 号 又 は 名 称

代 表 者 役 職 氏 名

申請事務担当者氏名及び連絡先

申請事務代行者氏名及び連絡先

○○　○○ 0278-23-2111

378-0042 沼田市西倉内町○○○

○○建設株式会社

代表取締役 ○○　○○

記載例
定期受付の場合は年度

代表者印を押印して

提出年月日を入力して

大臣・知事コード 許可番号 ※沼田市記入欄（記入不要）

沼田市登録コード

（平成２２･２３年度の入札参加資格を有する場合（継続申請）は「１」を、そうでない場合（新規申請）は「２」を記入してください）

（一般建設業許可をもっている業種の枠に「１」を、特定建設業許可をもっている業種の枠に「２」を記入してください）

（基準日における経営事項審査の総合評定値を業種ごとに記入してください）

600

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通

650 620

管 タ 鋼 筋 ほ しゅ大 左 と 石 屋 電4 経営事項審査の総
合評定値

土 建

750

板 ガ

絶 通 園 井塗 防 内 清機 具 水 消

35,00012,000

管 タ 鋼 筋 ほ しゅ大 左 と 石 屋 電5 完成工事高 土 建

120,000

板 ガ

1 0

1

具 水塗 防 内 機 消 清絶 通 園 井板 ガ

1 1

管 タ 鋼 筋 ほ しゅと 石 屋 電

号第 0 0 0

大 左

1 建設業許可番号

3 建設業許可区分

2 新規申請・継続申請
の別

土

2

建

1

0 0 0

基準日は平成24

年1月1日です（以

下の項目も同様）

（基準日における２ヶ年又は３ヶ年平均完成工事高を千円単位で記入してください）

（基準日における２ヶ年又は３ヶ年平均元請完成工事高を千円単位で記入してください）

（基準日における１級技術職員の人数を記入してください）

（基準日の前年度以前の３年間の沼田市工事成績評定要領による評定点の平均点を小数点以下第２位四捨五入で記入してください）

（基準日において、沼田市と除雪等に関する委託契約を締結している場合は「１」を記入してください）

絶 通 園 井塗 防 内

500

清機 具 水 消板 ガ

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通

70.0 75.0

管 タ 鋼 筋 ほ しゅ大 左 と 石 屋 電8 工事成績 土 建

75.0

板 ガ

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通鋼 筋 ほ しゅ 板 ガと 石 屋 電 管 タ7 １級技術職員数 土 建 大 左

6 元請完成工事高

0

消 清絶 通 園 井 具 水

ほ しゅ

30,000

板 ガ 塗 防 内 機

管 タ 鋼 筋

2,000

と 石 屋 電

80,000

土 建 大 左

9 除雪等の協力の有
無 1

平成20･21･22年度

3年間の平均点を

市内に住民登録がある職員数 総職員数 総職員に対する市内に住民登録がある職員数の割合（小数点以下四捨五入）

人 ÷ 人 ＝ ％

（ＩＳＯ９０００シリーズを認証取得している場合は「１」を記入してください）

（ＩＳＯ１４０００シリーズを認証取得している場合は「１」を記入してください）

（基準日の直前２年間に沼田市より入札参加資格停止措置を受けた場合は「１」を記入してください） （資格停止等を受けた期間を記入してください）

注） 基準日における「経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書」の写しを添付してください。
技術職員名簿を添付してください。
定期受付時でない場合は、「平成　　・　　年度」を削除してください。
本申請書は、Ａ４で印刷し1部提出してください。

2
3
4

11

1

無

10 市内に住民登録が
ある職員の雇用の状
況 10

ISO9000シリーズの
認証取得の有無

13 入札参加資格停止
措置等の有無

12 ISO14000シリーズの
認証取得の有無

10 100

平成22年1月1日から平成23年12月31日

恒常的な雇用関係にある職員を対象として記入してください。なお、それ

を証明する書類等を提出する必要はありません


